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行動援護の取扱いについて

　行動援護については、平成１７年４月１日から施行することとなるが、経過的取扱いを含めた留意点は次のとおりである。

（1） 事業者の届出について

行動援護を行うことができる事業者の要件は、指定基準の解釈通知に規定するサービス提供責任者が配置されているとともに、支援費基準告示の別に定める従業者を配置していることであるので、これを満たしており、行動援護を行う予定である事業者は、運営規定を変更するとともに、速やかに都道府県等に届出されたい。

都道府県等におかれては、すでに定めている事業所指定にかかる変更届出書の様式を適宜変更して、届出を受付けられたい。

（2） サービス提供実績記録票について

　　　サービス提供実績記録票については、行動援護は１つのサービス類型であることから、行動援護のみの実績記録票を作成すること。

（３）経過的取扱いについて

行動援護の決定基準のチェック項目の聴き取りは、申請者本人からの聴き取りが原則である。ただし、本人からだけでは十分な聴き取りが困難である場合、本人の状態をよく知っている家族等からも聴き取りを行うことが必要な場合がある。

行動援護にかかる規定は１７年４月１日から施行する。

　ただし、行動援護の申請があった者のうち、現に移動介護を利用しており障害の状況から明らかに行動援護の対象者と見込まれる者について、平成１７年４月１日までにチェック項目の聴き取りを行うことが時間的に厳しい場合には、４月サービス提供分については、当該行動援護の対象者と見込まれることをもって暫定的に支給決定を行って差し支えない。

　その後、聴き取りを行った結果、行動援護の対象外と判定された場合、速やかに職権で支給決定を変更することとする。

　　　また、支給決定の変更までに行動援護として提供されたサービスについては、行動援護として請求して差し支えない。

　　なお、この経過的取扱いは利用者にのみ適用されるものであるので、サービス提供事業者については、当然要件を満たして届出した者に限られることを念のため申し添える。

（４）対象者の検証について

　　　行動援護の対象者の基準については、平成１８年１月に向けて検証することとしており、別紙について、５月２０日までに回答をお願いします。







